
労働安全衛生法

 （計画の届出等） 
 第八十八条 　事業者は、当該事業場の業種及び規模が政令で定めるものに該当する場合
 において、当該事業場に係る建設物若しくは機械等（仮設の建設物又は機械等で厚生労働
 省令で定めるものを除く。）を設置し、若しくは移転し、又はこれらの主要構造部分を変
 更しようとするときは、その計画を当該工事の開始の日の三十日前までに、厚生労働省令
 で定めるところにより、労働基準監督署長に届け出なければならない。ただし、第二十八
 条の二第一項に規定する措置その他の厚生労働省令で定める措置を講じているものとして
 、厚生労働省令で定めるところにより労働基準監督署長が認定した事業者については、こ
 の限りでない。 
 ２ 　前項の規定は、機械等で、危険若しくは有害な作業を必要とするもの、危険な場所
 において使用するもの又は危険若しくは健康障害を防止するため使用するもののうち、厚
 生労働省令で定めるものを設置し、若しくは移転し、又はこれらの主要構造部分を変更し
 ようとする事業者（同項本文の事業者を除く。）について準用する。 
 ３ 　事業者は、建設業に属する事業の仕事のうち重大な労働災害を生ずるおそれがある
 特に大規模な仕事で、厚生労働省令で定めるものを開始しようとするときは、その計画を
 当該仕事の開始の日の三十日前までに、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大
 臣に届け出なければならない。 
 ４ 　事業者は、建設業その他政令で定める業種に属する事業の仕事（建設業に属する事
 業にあつては、前項の厚生労働省令で定める仕事を除く。）で、厚生労働省令で定めるも
 のを開始しようとするときは、その計画を当該仕事の開始の日の十四日前までに、厚生労
 働省令で定めるところにより、労働基準監督署長に届け出なければならない。 
 ５ 　事業者は、第一項（第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出に係
 る工事のうち厚生労働省令で定める工事の計画、第三項の厚生労働省令で定める仕事の計
 画又は前項の規定による届出に係る仕事のうち厚生労働省令で定める仕事の計画を作成す
 るときは、当該工事に係る建設物若しくは機械等又は当該仕事から生ずる労働災害の防止
 を図るため、厚生労働省令で定める資格を有する者を参画させなければならない。 
 ６ 　前三項の規定（前項の規定のうち、第一項（第二項において準用する場合を含む。
 ）の規定による届出に係る部分を除く。）は、当該仕事が数次の請負契約によつて行われ
 る場合において、当該仕事を自ら行う発注者がいるときは当該発注者以外の事業者、当該
 仕事を自ら行う発注者がいないときは元請負人以外の事業者については、適用しない。 
 ７ 　労働基準監督署長は第一項（第二項において準用する場合を含む。）又は第四項の
 規定による届出があつた場合において、厚生労働大臣は第三項の規定による届出があつた
 場合において、それぞれ当該届出に係る事項がこの法律又はこれに基づく命令の規定に違
 反すると認めるときは、当該届出をした事業者に対し、その届出に係る工事若しくは仕事
 の開始を差し止め、又は当該計画を変更すべきことを命ずることができる。 
 ８ 　厚生労働大臣又は労働基準監督署長は、前項の規定による命令（第三項又は第四項
 の規定による届出をした事業者に対するものに限る。）をした場合において、必要がある
 と認めるときは、当該命令に係る仕事の発注者（当該仕事を自ら行う者を除く。）に対し
 、労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請を行うことができる。 

 （厚生労働大臣の審査等） 
 第八十九条 　厚生労働大臣は、前条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。
 ）、第三項又は第四項の規定による届出（次条を除き、以下「届出」という。）があつた
 計画のうち、高度の技術的検討を要するものについて審査をすることができる。 
 ２ 　厚生労働大臣は、前項の審査を行なうに当たつては、厚生労働省令で定めるところ
 により、学識経験者の意見をきかなければならない。 
 ３ 　厚生労働大臣は、第一項の審査の結果必要があると認めるときは、届出をした事業
 者に対し、労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請をすることができる
。 
 ４ 　厚生労働大臣は、前項の勧告又は要請をするに当たつては、あらかじめ、当該届出
 をした事業者の意見をきかなければならない。 
 ５ 　第二項の規定により第一項の計画に関してその意見を求められた学識経験者は、当
 該計画に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 （都道府県労働局長の審査等） 
 第八十九条の二 　都道府県労働局長は、第八十八条第一項（同条第二項において準用す
 る場合を含む。）又は第四項の規定による届出があつた計画のうち、前条第一項の高度の
 技術的検討を要するものに準ずるものとして当該計画に係る建設物若しくは機械等又は仕
 事の規模その他の事項を勘案して厚生労働省令で定めるものについて審査をすることがで
 きる。ただし、当該計画のうち、当該審査と同等の技術的検討を行つたと認められるもの
 として厚生労働省令で定めるものについては、当該審査を行わないものとする。 
 ２ 　前条第二項から第五項までの規定は、前項の審査について準用する。 


